
 

 

柏原市都市計画法施行細則に関する文書の様式を定める要綱 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、柏原市都市計画法施行細則（平成 24 年 12 月 22 日規則第 55 号）の規定に

基づき、同規則に定める文書の様式を定めるものとする。 

（文書の様式） 

第 2 条 文書の様式は、次のとおりとする。 

 

様式番号       名称 規則関係条項 

様式第１号 設計説明書 第４条第１項 

様式第２号 設計者の資格に関する調書 第４条第２項 

様式第３号 開発行為協議申出書 第６条第１項 

様式第４号 開発行為変更許可申請書 第７条第１項 

様式第５号 開発行為変更届出書 第７条第３項 

様式第６号 開発行為変更協議申出書 第８条第１項 

様式第７号 建築(建設)承認申請書 第１０条第１項 

様式第８号 地位承継届出書 第１１条 

様式第９号 地位承継承認申請書 第１２条第１項 

様式第１０号 開発登録簿の写し交付申請書 第１６条 

様式第１１号 開発許可不要等証明申請書 第１８条第１項 

 
附 則 

この要綱は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第４条第１項関係）   設 計 説 明 書  

１ 

設 計 の 

方 針 

開 発 の 目 的  

基 本 方 針  

２ 

都市計画

区 域 等 

都市計画区域 市街化区域・市街化調整区域 
用 途

地 域 
 

盛土規制法 

規制区域 

宅造区域内・

特盛区域内 

その他土地利用

に関する規制区

域等 

 

３ 

開発区域

内の土地

の 現 況 

地目区分 宅 地 農 地 山 林 
里道水路

等国有地 
そ の 他 合 計 

面積（㎡）       

比率（％）      100％ 

４ 

土地利用 

計 画 

区 分 
建 築 物 敷 地 公 共 施 設 用 地 

その他 合 計 
一般宅地 公益施設 道 路 公 園 そ の 他 

面積（㎡）        

比率（％）       100％ 

予定戸数 戸 

計

画

人

口 

人 人口密度 人／ha 

５ 

公益施設 

の 

整備計画 

公益施設の名称 敷地面積 管理者 整備計画（建設時期等） 

    

６ 

上 水 道 

施 設 

 公営水道・専用水道・簡易専用水道・その他（            ） 

７ 

消防水利

施 設 

消火栓   ヶ所・貯水槽    基・その他（            ） 

備考 

１ 「開発の目的」の欄には、住宅地分譲、社員住宅、工場建設等の区分を記入すること。 

２ 「都市計画区域」、「宅地造成工事規制区域」、「上水道施設」及び「消防水利施設」の欄

は、該当事項を○印で囲むこと。 

３ 「開発区域内の土地の現況」及び「土地利用計画」の欄について、開発区域を工区に分



けたときは、工区別内訳表を添付すること。 

４ 「公益施設の整備計画」の欄には、都市計画法第２９条第３号に規定する公益上必要な

建築物について記入すること。 

５ 記入すべき事項がない場合は、「該当なし」と記入すること。 

 

 

８ 

公共施設

の 整 備 

計 画 

公共施設

の 種 類 
番 号 

概 要 

管理者 用地の帰属 摘 要 
幅 員 寸 法 ( m ) 延長(m) 面積(㎡) 

        

備考 

１ 「公共施設の整備計画」の欄には、都市計画法第４条第１４項に規定する公共施設につ

いて記入すること。 

２ 「番号」の欄には、添付図書に記載の番号を記入すること。 

３ 「摘要」の欄には、費用負担の状況を記入すること。 



様式第２号（第４条第２項関係） 

              設計者の資格に関する調書 

１ 
設 計 者 の 氏 名 

及 び 生 年 月 日 

 

年  月  日 生 

 

 

 

 

２ 住    所  

３ 
都市計画法施行規則 

第１９条該当号 
第１号（イ・ロ・ハ・ニ・ホ・ヘ・ト・チ）・第２号 

４ 
勤務先の所在地 

及 び 名 称 

 

（電話番号         ） 

５ 最 終 学 歴 
年  月  日  卒業・中退 

学校名          学科名         修学年数 

６ 

資 格 

免 許 等 

名 称 一級建築士 技術士 その他 

登録番号等 第     号 
（    ）部門 

第      号 
 

取得年月日    年 月 日    年 月 日  

７ 

宅地開発に

関する実務

の 経 験 

会社名又は工事名及び実務の内容 実務に従事した期間 期間合計 

 
  年  月から 

  年  月まで（ 年  月） 
  年 月 

 
  年  月から 

  年  月まで（ 年  月） 
 

 
  年  月から 

  年  月まで（ 年  月） 
 

 
  年  月から 

  年  月まで（ 年  月） 
 

８ 

２０ｈａ以

上の開発行

為に関する

工事の設計

の経験 

事業主名及び 

工事の名称 
場  所 面 積 時 期 職務の内容 

 

  

   ha 

 

 

 

 

  

備 考  

※ 判定 

適・不適 

上記のとおり相違ありません。           年   月   日 

設計者氏名              

備考 

１ ※欄は、記入しないこと。 

２ 「３」の欄及び「５」の欄は、該当事項を○印で囲むこと。 

３ この調書は、開発区域の面積が１ｈａ以上の場合に必要です。 

４ 「８」の欄は、開発区域の面積が２０ｈａ以上の場合のみ記入すること。 



様式第３号（第６条第１項関係） 
 

開発行為協議申出書 

 
  都市計画法第３４条の２第１項の規定による開発行為についての協議を申し出ます。 
 
           年  月  日 
 
      柏原市長      
 
                          住 所 
               協議申出者 
                           氏 名                       
 
 

開

発

行

為

の

概

要

 

１ 
開発区域に含まれる 
地 域 の 名 称           

 

２ 開 発 区 域 の 面 積                          平方メートル 

３ 予定建築物等の用途  

４ 工事施行者住所及び氏名 
 

５ 工事着手予定年月日       年   月   日 

６ 工事完了予定年月日       年   月   日 

７ 
自己の居住の用に供するもの、           
自己の業務の用に供するもの、           
その他のものの別           

 

８ そ の 他 必 要 な 事 項            

 ※ 受 付 番 号   年  月  日   第       －      号 

 

申請代理人住所及び氏名 
 

                                                     
電話番号   （   ） 

 

    ※ 開 発 登 録 簿 の 番 号 開発登録簿は、開発登録簿閲覧所で閲
覧すること又は写しの交付を受ける
ことができます。                          第      号 

 
※ 受 付 欄 

備考 

１ ※印のある欄は、記載しないこと。 

２ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うこ
とについて、農地法その他の法令による許可等を要す
る場合は、その手続の状況を記載すること。 

３ 土地利用計画図は袋に入れて添付のこと。 

 

 



様式第４号（第７条第１項関係） 

 

開発行為変更許可申請書 

 
  都市計画法第３５条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可 
 を申請します。 
 
     年  月  日 
 
   柏原市長      
 
     許可申請者 住 所 
 
                   氏 名                             

 
※ 手数料欄     
                
   年 月 日 
                 

手数料 
                              

円 
 

収納済 
 

係 員  

 

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要 

１ 
開発区域に含まれる

地 域 の 名 称 
 

２ 開 発 区 域 の 面 積                          平方メートル 

３ 予定建築物等の用途  

４ 工事施行者住所及び氏名  

５ 工事着手予定年月日       年   月   日 

６ 工事完了予定年月日       年   月   日 

７ そ の 他 必 要 な 事 項            

開 発 許 可 の 許 可 番 号                 年  月  日 第    －    号 

変 更 の 理 由               

申 請 代 理 人 住 所 及 び 氏 名              

          
                        
      電話   （    ） 

  

※
受
付
欄 

 
備考 

１ ※印のある欄は記載しないこと。 
２ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うこ

とについて、農地法その他の法令による許可等を要する場合
は、その手続の状況を記載すること。 

３ 開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）
は、変更前は赤字で、変更後は黒字で内容を対照させて記載
すること。 

４ 土地利用計画図は袋に入れて添付のこと。 



様式第５号（第７条第３項関係） 

              
          

開発行為変更届出書 
         
                                                                 年  月  日 
         
  柏 原 市 長  
 
 
                     届 出 者  住 所 
 
                                   氏 名                 
 
                     届出代理人    住 所 
 
                                   氏 名                             
 
                                        電話番号    （    ） 
 
 
  

都市計画法第３５条の２第３項の規定により、開発行為の変更について、次のとおり届け出ます。
 
 

記 
 
 
  １ 変 更 に 係 る 事 項           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ２ 変 更 の 理 由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ３ 開発許可の許可番号       年  月  日   第     号 
 
 
 
 
 
 

備考   
変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 



様式第６号（第８条第１項関係) 

開発行為変更協議申出書 

 
   都市計画法第３５条の２第４項において準用する同法第３４条の２第１項の規定により、 

開発行為の変更についての協議を申し出ます。 
 
         年  月  日 
 
      柏原市長      
 
                         協議申出者 住 所 
 
                                     氏 名                       

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要 

１ 
開発区域に含まれる 
地 域 の 名 称           

 

２ 開 発 区 域 の 面 積           平方メートル 

３ 予定建築物等の用途  

４ 工事施行者住所及び氏名  

５ 工事着手予定年月日       年  月  日 

６ 工事完了予定年月日       年  月  日 

７ そ の 他 必 要 な 事 項            

開 発 協 議 の 協 議 番 号 年   月   日     第      号  

変 更 の 理 由  

申 請 代 理 人 住 所 及 び 氏 名   
電話     （    ） 

 

備考 

１ ※印のある欄は、記載しないこと。 

２ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことにつ

いて、農地法その他の法令による許可等を要する場合は、その手続

の状況を記載すること。 

３ 開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）は、変

更前は赤字で、変更後は黒字で内容を対照させて記載すること。 

４ 土地利用計画図は袋に入れて添付のこと。 

 

 ※ 受 付 欄   

 

 



様式第７号（第１０条第１項関係） 

建築（建設）承認申請書 

                                      年  月  日 

柏原市長    

             申請者 住所 

                   氏名                           

                   電話番号    （   ） 

  都市計画法第３７条第 1 号の規定による承認を受けたいので、次のとおり

申請します。 

※手数料欄 

 

  年 月 日 

手数料 

 

         円 

      収納済 

係員 

開 発 登 録 簿 の 番 号 
 

建築物又は特定工作物の

敷 地 の 所 在 及 び 地 番 

 

予 定 建 築 物 等 の 用 途 
 

承 認 を 要 す る 理 由 
 

 

※ 受付欄 ※ 承認欄 

     第       号 

      年   月   日 

       

              柏原市長                     

 

※ 条件欄 

※ 備考  

 

備考 

 ※印欄は、記入しないこと。 

申 請 代 理 人  

住 所 及 び氏 名 

                       

     

             電話番号   （   ） 



  様式第８号（第１１条関係） 

 

申  請  代  理  人              
住 所 及 び 氏 名 

                      

                       

電話番号   （   ） 
 

地位承継届出書 
 
                                         年  月  日 
 
   柏 原 市 長    
 
      届出者  住 所 
 
               （電話番号                ） 
 
                氏 名                                 
 
 
  都市計画法第４４条の規定により、地位を承継しましたので、次のとおり届け出ます。 

被 承 継 人 の 氏 名           

承 継 年 月 日          年   月   日 

許 可 番 号          第       号 

承 継 の 原 因           

  

※ 受 付 欄 ※ 受    理    欄 

 

 ※ 備   考 

 

  
  備考 

１ ※印欄は、記入しないこと。 

２ 許可証写し、申請書写し（変更許可申請があった場合は変更許可証、変更許可申請書の

写しも必要）を添付のこと。 



 

様式第９号（第１２条第１項関係） 

 

申  請  代  理  人              
住 所 及 び 氏 名 

                  
                                    
                                                       
             電話番号   （   ）     

 

地位承継承認申請書 

 
 
                                               年  月  日 
 
 柏 原 市 長   
 
    申 請 者 住 所 
 
              氏 名                                 
                       電話番号   （    ） 
 

都市計画法第４５条の規定による地位を承継したいので、次のとおり 
申請します。 

 
 
※ 手数料欄 
 
  年 月 日 
 
 手数料 
 
        円 
 
    収納済 
 
係 員 

被 承 継 人 の 氏 名  
（法人にあっては、名称） 

              

承 継 年 月 日                年   月   日 

許 可 番 号   

承 継 の 原 因  

  
 ※ 受 付 欄            ※ 承    認    欄 

 

  
    第     号 

        
年   月   日 

       
 

          

 柏原市長           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 備   考 
 

  
 備考 

※印欄は、記入しないこと。 



様式第１０号（第１６条関係） 

 

 

開発登録簿の写し交付申請書 
 

  年  月  日 

 

  柏原市長     

 

 

                            住 所 

                      申請者 

                            氏 名                   

 

 

 都市計画法第４７条第５項の規定により、開発登録簿の写しの交付を受けたいので、次のとお

り申請します。 

 

  

開 発 登 録 簿 の 番 号  

  

 

 

  

調 書 部 

図 面 部 

※手 数 料    枚          円 

  

備考 

※印欄は、記入しないこと。 

 

 

受付年月日 
 

受付番号 
 

 



 様式第１１号（第１８条第１項関係） 

   

 

 

開発許可不要等証明申請書 

 

                                   年  月  日 

  柏原市長  

                                           住 所 

                                   申請者  （電話番号         ） 

                                            氏 名                            

                     

                                            

  都市計画法施行規則第６０条の規定により、都市計画法第２９条第１項の許可を受ける必 

 

要がないことを証する書面の交付を申請します。  

１ 
建 築 主 の 住 所 

及 び 氏 名 
 

 

２ 
申 請 地 の 所 在 

地 目 及 び 面 積 

 

地目  面積 ㎡ 

３ 用 途 地 域  

４ 建 築 物 等 の 用 途  

５ 
建 築 物 等 の 構 造 

及 び 規 模 

構造 造   建 高さ ｍ 

建築面積 ㎡ 延べ面積 ㎡ 

６ 備     考  

 都市計画施設区域 内 ・ 外 盛土規制法規制区域 宅造区域 ・特盛区域 

※

証

明

欄 

                     第      号 

   

 
                      

        年  月  日 

 

          柏原市長               

※手数料欄 

   年 月 日 

  手数料 

           円 

       収納済 

  係員 

※受付欄 

 

 

 
※該当条文 

 

   

申 請 代 理 人       

住所及び氏名 

 

（電話番号          ） 

備考 

１ ※印欄は、記入しないこと。 

  ２ 本証明は、建築基準法施行規則第１条の３第１項及び第３条第５項の規定に基づき、確認

申請書に添付するための証明書です。確認申請書の副本に本証明書及び図書の原本を、正本

に本証明書の写しを添付してください。 

  ３ 本証明書の有効期間は、証明日から１年間です。 


